様式１

令和　　年　　月　　日

岐阜県観光国際部観光資源活用課長　様

都市圏メディア向け県内観光資源等ＰＲ活動業務委託
質　問　書

都市圏メディア向け県内観光資源等ＰＲ活動業務委託プロポーザル募集要項等について、質問事項がありますので提出します。

企業名（団体名）：

所在地：

担当者名：

電話：

電子メール：

	質問項目
	（募集要項または仕様書の別・ページ数等）

	
	

	内　　容
	


（注意）質問事項は、当様式１枚につき１問とし、簡潔に記載してください。

様式２

令和　　年　　月　　日

　岐阜県観光国際部観光資源活用課長　様

都市圏メディア向け県内観光資源等ＰＲ活動業務委託
プロポーザル参加申込書

【申込者】

所在地                        

法人等・共同体名称

代表者職・氏名 　　　　　　　　　　　印

〔事務担当者〕

所属部署

役職

氏名

電話番号                      

E-mail            
私は、都市圏メディア向け県内観光資源等ＰＲ活動業務委託プロポーザル募集要項に基づき、当該プロポーザルに参加します。

なお、提出書類の記載事項はすべて事実と相違なく、かつ、同業務プロポーザル募集要項第２－１（参加資格）に定める資格要件を満たしていることを誓約します。
※　申込者が共同体となる場合においては、参加申込書には当該共同体の構成員の代表企業等を記載するとともに、次の共同体構成員についても記載すること。

	　■　共同体構成員

　［構成員１（共同体の代表企業）］

住所

名称

代表者職氏名

　［構成員２］

住所

名称

代表者職氏名


様式３
令和　　年　　月　　日　

共同体構成員届出書

岐阜県知事　様

共同体の名称

構成員（代表者）

住所

名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

構成員

住所

名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

このたび、都市圏メディア向け県内観光資源等ＰＲ活動業務委託プロポーザルに参加するにあたり、共同体を結成しましたので届け出ます。

様式４
都市圏メディア向け県内観光資源等ＰＲ活動業務委託に関する
共同体協定書

第１条

（目的）

第２条

（名称）

第３条

（所在地）

第４条

（設立の時期及び解散の時期）

第５条

（構成員の所在地及び名称）

第６条

（代表者の名称）

第７条

（代表者の権限）

第８条

（構成員の責任）

第９条

（権利義務の制限）

第10条

（構成員の脱退に関する措置）

第11条

（構成員の破産又は解散に関する措置）

第12条

（協定書に定めのない事項）

令和　　年　　月　　日

構成員（代表者）

住所

名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

構成員

住所

名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

※上記条項を参考に共同体の協定書を作成し、提出すること。

様式５

令和　　年　　月　　日

共　同　体　委　任　状

岐阜県知事　様

共同体の名称

構成員（代表者）

住所

名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

構成員

住所

名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

私は、下記の共同体代表者を代理人と定め、当共同体が存続する間、次の権限を委任します。

受任者

住所

共同体の代表者 　名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　印

委任事項

１　都市圏メディア向け県内観光資源等ＰＲ活動業務委託プロポーザル関係書類の作成及び提出

２　都市圏メディア向け県内観光資源等ＰＲ活動業務委託についての契約の締結

３　都市圏メディア向け県内観光資源等ＰＲ活動業務委託についての委託料の請求及び受領

	


受任者印
	


様式６
令和　　年　　月　　日

　岐阜県観光国際部観光資源活用課長　様

都市圏メディア向け県内観光資源等ＰＲ活動業務委託
プロポーザル参加辞退届

【参加申込者】

所在地
企業名
（団体名）

代表者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印電話番号
ＦＡＸ番号
電子メール
私は、都市圏メディア向け県内観光資源等ＰＲ活動業務委託に係るプロポーザルについて参加を辞退します。
様式７
都市圏メディア向け県内観光資源等ＰＲ活動業務委託企画提案書
岐阜県知事　　　　　　様
住　所
企業名（団体名）
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　印
岐阜県が実施する都市圏メディア向け県内観光資源等ＰＲ活動業務委託に係る企画提案に参加したいので、下記指定の書類を添えて企画提案書を提出します。

記
添付書類
１　企画提案書（様式７）本書
２　事業者の概要（別紙１）
３　都市圏メディアに対するＰＲ活動の企画立案について（別紙２）

４　ＰＲ活動の実施①（メディアへのパブリシティ活動及びニュースリリース資料の作成・配信）
　　について（別紙３）

５　ＰＲ活動の実施②（都市圏からのプレスツアーの実施）について（別紙４）
６　ＰＲ活動の実施③（取材誘致）について（別紙５）
７　ＰＲ活動の実施④（その他提案によるPR活動）について（別紙６）

８　実施体制について（別紙７）
９　行政機関からの受託業務実績書（別紙８）

10　社会的課題への取組みについて（別紙９）
別紙１

事 業 者 の 概 要
	項　　目
	内　　容

	法人・団体等の名称
	

	代表者職・氏名
	

	事業所の所在地
	〒
住所

	法人・団体等の
目的と業務概要
	

	設立年月日
	　年　　月　　日

	従業員数
	名

	法人・団体等の組織図
※「別紙のとおり」とし、書類を添付しても構いません。
	

	担当者職氏名
及び連絡先
	職・氏名
	

	
	電話
	

	
	FAX
	

	
	E-mail
	


注）１　すべての項目を記載してください。
２　各項目の枠取りについては、記載内容に応じ、変更可とします。
別紙２

都市圏メディアに対するＰＲ活動の企画立案について
	　委託業務仕様書４－(１)について、ＰＲ活動方針・戦略や、年間を通じたコミュニケーションプランをスケジュールも含めて日本工業規格Ａ４判縦型４枚以内でご提案ください。
　


別紙３

ＰＲ活動の実施①（メディアへのパブリシティ活動及び
ニュースリリース資料の作成・配信）について

	　委託業務仕様書４－(２)①について、パブリシティ獲得のための活動概要・体制、ニュースリリース資料の作成や配信手法・体制、十分な成果を得るための工夫点を日本工業規格Ａ４判縦型４枚以内でご提案ください。



別紙４

ＰＲ活動の実施②（都市圏からのプレスツアーの実施）について
	　委託業務仕様書４－(２)②について、都市圏からのプレスツアーの実施方針及び企画概要、十分な成果を得るための工夫点を日本工業規格Ａ４判縦型４枚以内でご提案ください。




別紙５

ＰＲ活動の実施③（取材誘致）について
	　委託業務仕様書４－(２)③について、個別招聘を計画するメディア３件以上を具体的に列挙しながら、実施方針及び実施にあたっての工夫点を日本工業規格Ａ４判縦型２枚以内でご提案ください。



別紙６

ＰＲ活動の実施④（その他提案によるPR活動）について
	　委託業務仕様書４－(２)④について、対象とする県内観光資源の活用方法及びPR活動の実施内容並びにPR活動の実施方針及び実施にあたっての工夫点を日本工業規格Ａ４判縦型２枚以内でご提案ください。



別紙７
実施体制について

	　本委託業務全体を遂行するための組織・人員体制を、日本工業規格Ａ４判縦型１枚でご提案ください。業務の一部を他社へ委託する場合は、その委託先も記載してください。
また、業務管理責任者の業務実績を添付してください。（日本工業規格Ａ４判縦型１枚以内）



別紙８
行 政 機 関 か ら の 受 託 業 務 実 績 書
※国又は地方自治体から受託して都市圏メディアに対するＰＲ活動業務を行った実績

	発注者名
	
	

	業務の名称
	
	

	契約額（円）
	
	

	契約期間
	
	

	業務の概要及び
規模・成果
	
	

	委託業務との関連性
活用できるノウハウ
	
	


注）１　提出日から起算して３年以内に行政機関から受託した業務の実績を記載してください。
２　すべての項目について記載してください。
３　記載欄が不足する場合は、この様式を複写して記載してください。

別紙９
社会的課題への取組みについて

※下表の「評価の要件」を確認し、該当するものにチェックを入れてください。
（「障がい者雇用」については、（１）（２）のいずれか該当する方にチェック願います。）

※「認定」「達成」等をチェックした場合は、それを証明する「添付書類」を添付してください。

	項目
	評価の要件

	環境面の取り組み（１点）
	◆Ｇ－クレジット制度への取り組み状況
□　Ｇ－クレジットの森・応援パートナー制度へ登録し、Ｇ－クレジットを５t-CO2以上購入している
（添付書類）
・登録証の写し（有効期限内のもの）
・購入証明書

	社会面の取組み

（障がい者雇用）

（１点）
	（１）障害者雇用促進法に規定する障害者雇用状況の報告義務を有する事業者（従業員40人以上）

· 令和６年６月１日現在の障がい者の法定雇用率（2.5％）

· 達成　　□ 未達成

　（添付書類）

　　・令和６年６月１日現在で、主たる事業所の所在地を管轄する公共職業安定所に提出した「障害者雇用状況報告書」の写し
（２）障害者雇用状況の報告義務が無い事業者（従業員40人未満）

　　 ※（１）以外の事業者

· 現時点での障がい者の雇用状況

· １人以上採用している　　□ 採用していない

　（添付書類）

　　・障がい者を雇用していることを証明する書類

・身体障害者手帳、療育手帳又は精神障害者保険福祉手帳の写し（提出にあたっては、利用目的を明らかにしたうえで、本人の同意を得てください。）

・雇用保険被保険者資格取得時に公共職業安定所から交付される「雇用保険被保険者資格喪失届・氏名変更届」（公共職業安定所において印字されたもの）の写し

	経済面の取組み

（１点）
	· 経済産業省「DX認定制度」に登録しているか。

· 登録している　　□　登録していない
（添付書類）　・登録状況が分かる書類の写し（有効期限内のもの）

	ぎふＳＤＧｓ推進パートナー登録制度への登録状況

（最大２点）
	· ぎふSDGｓ推進パートナーであるか。

□ シルバーパートナー（１点）　　 □ ゴールドパートナー（２点）
　　□ 登録していない

（添付書類）

・登録状況が分かる書類の写し（有効期限内のもの）



